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京都府の信用金庫
池島正興
はじめに
1970年代後半以降，わが国の金融状況は大きな変化を遂げてきた。金融
の自由化を軸に金融の制度的枠組みが根本的に変わるだけでなく， 90年代
の長期不況によっても促進されて，金融機関の異種・同種の吸収・合併や
淘汰が大規模かつ急速に進展してきた。
こうした，金融機関の，いわば生き残り競争が激化し，金融諸機関の勢
カ地図も大きく変貌しようとしている現在にあっては，金融諸機関がこれ
まで果たしてきた経済的役割を検証し，その存廃の適否を検討しておくこ
とは，焦眉の研究課題となっている。
この基本的な課題のもとで，小論が取り上げるのは信用金庫である。信
用金庫は協同組織金融機関であり，また，地域金融機関であり，その営業
活動に地域的限定のない普通銀行などの株式会社金融機関とは組織的に異
なるものである。
そして，京都府は，他の都道府県に比べて，この信用金庫が高い貸出金・
預貯金残高シェアを獲得している地域であり，それゆえ，「信金王国」と呼
ばれている。そうした高いシェアは，京都府の信用金庫が，少なくとも都
道府県レベルで見る限り他の地域の信用金庫よりも， より広範囲にあるい
はより深く地域経済と絡み合っていることを意味する。したがって，信用
金庫が地域経済に果たしてきた経済的役割やその存在の経済的意味を問う
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上で，京都府の事例は研究対象として重要な一例をなす。
小論は京都府の信用金庫が地域経済に果たしてきた経済的役割を明らか
にするという課題を遂行する準備作業の一つとして，高度成長期から現在
に至る，京都府の信用金庫の動態を概観しようとするものである。地域経
済学によれば，全国都道府県は大都市圏，地方都市圏，農村圏に区分可能
であり，京都府は大都市圏に属するとされているが，比較的経済的立地条
件を等しくする，他の大都市圏（東京都，大阪府，愛知県，神奈川県，兵
庫県）の信用金庫との比較を通して，京都府の信用金庫の特徴をその収益
動向を中心に把握していくことにする。
I 京都府の信用金庫の貸出金・預貯金残高シェア，預貸率
の推移
京都府は信用金庫の府内でのその貸出金・預貯金残高のシェアの高さか
ら，「信金王国」と呼ばれているが，実際，そのシェアはどのようなもので
あり，どのように変化してきたのか，を概観してみよう。
表ー1は，京都府の信用金庫のそのシェアの高さの，全国的な位置を明
らかにするために，都道府県別信用金庫のそのシェアの上位10位までをリ
ストアップしたものである。貸出金残高のシェアは民間部門の金融機関の
貸出金残高総計に占める信用金庫のそのシェアを表し，同じく，預貯金残
高のシェアは民間部門の金融機関と郵便貯金の預貯金残高総計に占める信
用金庫のシェアを表す。
京都府の信用金庫の預貯金残高のシェアは1956年では7.8%であった
が1>,65年を見ると，そのシェアは17.64%にまで倍増し，第 1位の位置を
占めるようになっている。他方， 65年の貸出金残高のシェアでは，岐阜県
が21.43%と第 1位であり，京都府は21.37%でわずかの差で，第 2位とな
1)伊藤武夫「京都地域の中小企業金融」『立命館産業社会論集』第29巻第3号， 1993
年12月，表9,106ページを参照。
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表ー 1 信用金庫（都道府県別）の貸出金・預貯金残高のシェアのランク
〔単位：％〕
1965年 1975年
貸出金 預貯金 貸出金 預貯金
①岐阜 21.43 ①京都 17.64 ①京都 29.15 ①京都 25.17 
②京都 21.37 ②岐阜 16.55 ②岐阜 24.49 ②岐阜 19.34 
③静岡 15.27 ③北海道 13.11 ③静岡 21.59 ③静岡 17.34 
④青森 14.66 ④静岡 12.87 ④兵庫 20.42 ④北海道 15.99 
⑤千葉 14.57 ⑤兵庫 12.66 ⑤群馬 17.45 ⑤兵庫 15.29 
⑥兵庫 14.54 ⑥青森 12.54 ⑥福井 17.16 ⑥石川 14.92 
⑦神奈川 14.24 ⑥石川 12.54 ⑦北海道 17.12 ⑦富山 14.04 
⑧鹿児島 13.20 ⑧千葉 12.25 ⑧長野 16.19 ⑧群馬 13.84 
⑨埼玉 13.06 ⑨富山 11.99 ⑨山梨 15.37 ⑨井 13.78 
⑩長野 12.88 ⑩群馬 11.63 ⑩青森 15.35 ⑩青森 13.12 
全国 8.23 全国 8.90 全国 10. 78 全国 10.60 
1980年 1985年
貸出金 預貯金 貸出金 預貯金
①京都 34.01 ①京都 25.28 ①京都 33.3 ①京都 24.3 
②岐阜 28.49 ②岐阜 18. 71 ②岐阜 25.9 ②岐阜 16.4 
③静岡 24.03 ③静岡 16.68 ③静岡 24.9 ③静岡 16.0 
④兵庫 21.61 ④北海道 16.19 ④埼玉 20.9 ④群馬 13.2 
⑤福井 20.77 ⑤石川 14. 72 ⑤群馬 19.9 ⑤福井 13.0 
⑥群馬 20.54 ⑥兵庫 13.77 ⑥福井 19.5 ⑥兵庫 12.9 
⑦山梨 19.67 譴井 13.58 ⑥山梨 19.5 ⑦神奈川 11. 7 
⑧北海道 19.52 ⑧群馬 13.48 ⑧兵庫 19.2 ⑧埼玉 11.3 
⑨長野 18.70 ⑨青森 13.04 ⑧長野 19.2 ⑧山梨 11.3 
⑩石川 18.14 ⑩富山 12.75 ⑩神奈川 19.0 ⑩長野 10.8 
全国 12.07 全国 10.20 全国 10.9 全国 9.8 
1990年 2000年
貸出金 預貯金 貸出金 預貯金
①京都 35.5 ①京都 28.6 ①京都 37.4 ①京都 26.3 
②岐阜 31. 9 ②岐阜 21.6 ②岐阜 32.8 ②岐阜 21.4 
③静岡 25.7 ③静岡 18.3 ③静岡 26.8 ③静岡 19.0 
④山梨 20.7 ④兵庫 16.2 ④兵庫 25.0 ④兵庫 16.9 
⑤群馬 19.9 ⑤石川 14.0 ⑤福井 23.3 ⑤北海道 16.7 
⑥福井 19.8 ⑥愛知 13.9 ⑥山梨 22.1 ⑥愛知 16.3 
⑦長野 19.5 鐸井 13.9 ⑦愛知 21.8 ⑦福井 14.1 
⑧兵庫 18.1 ⑥群馬 13.9 ⑧北海道 21.1 ⑧群馬 14.0 
⑨烏取 18.0 ⑨山梨 12.8 ⑧群馬 21.1 ⑨山梨 13.4 
⑩北海道 17.7 ⑩長野 11.9 ⑩石JII 20.0 ⑩石川 12.9 
全国 10.5 全国 9.6 全国 11.9 全国 10.4 
（出所）『都道府県別経済統計』各号および『金融ジャーナル』第41巻第13号， 2000年，
より作成。
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っている。
さらに， 1975年では，預貯金残高のシェアでは， 65年から75年の期間，
信用金庫は全国平均では1.70%ポイントしかそのシェアを増大させなかっ
たのに，京都府の信用金庫は同期間に7.53%ポイントも増大させ，そのシ
ェアを25.17%にまで高め， 65年とは異なり，第 2位の岐阜の信用金庫の
19.34%のシェアに大きな差を付けるようになっている。
貸出金残高のシェアでも，信用金庫は全国平均では同期間にそれを2.55
％増大させたが，京都府では7.72%ポイント増大させ，京都府の信用金庫
は1965年の第2位から第 1位に躍り出るとともに，第2位に転落した岐阜
県の信用金庫に4.66%ポイントの明確な差を付けるようになっている。
このように，第 1次および第 2次の高度成長期を通じて，京都府の信用
金庫はその貸出金・預貯金残高のシェアを都道府県別で第 1位になるほど
に積極的に増大させ，今Hまでの基礎を築いたのである。
こうした京都府の信用金庫の高度成長期の貸出金・預貯金残高のシェア
の急伸の原因については既に指摘されてきた。すなわち，第 1に，京都府
経済の中小企業l生・零細性が信用金庫の預貸金の拡大の基盤を提供してき
たことである。より具体的に言えば，「第二次産業については，中小企業の
占める割合が，事業所数，生産額において全国一高い。その業種内容は繊
維を中心として金属，機械，化学のいわゆる重化学工業が少ない。……こ
のように，京都は古い文化遺産と風土の上に，伝統産業の染色産業と近代
産業が併存しており，小零細業者が多く，家族的経営による小規模な企業
を基盤としているだけに信用金庫の必要性があり，それだけに強い基盤を
有するのである。」 2)
第2に，京都府が積極的な信用金庫育成政策を展開したことである。例
えば，森静朗氏は「信用金庫の優位性は京都府の中小企業性に対応するも
のと言えるだろうが， しかし，それ以上に婚川府政の実践した地方自治体
2)野口佑編『日本の信用金庫』日本評論社， 1972年， 73ページ。
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行政のなかにその要因があるように思われる」3)と述べている。その主たる
具体的施策として第1点目は，「信用金庫を育成するために，信用組合の設
立を厳しく制限し，地城的信用組合は認可せず，職業と職域にその認可を
限ったこと。……中小零細自営業の金融については既存の信用金庫に明確
に主導権を移し，信用力の充実を図った」4)ことである。第2点目は，制度
融資を創設・拡充したこと。 1950年から72年までに65個の制度融資が実施
され，総融資件数は69,650件，融資総額は840億円に上る5)。信用金庫はこ
の潤沢な制度融資の中心的取扱金融機関であるが，「信用金庫等の地域金融
機関が中小企業者への資金貸付の際も，この制度融資を梃子として実施し
てきた」6)ことである。さらにまた，京都府は「信用金庫に対しては，制度
融資の窓口，預託金の他に，政府系金融機関である国民金融公庫，中小企
業金融公庫等の政府系資金の取り扱い機関の代理店への指定を側面からバ
ック・アップした」7)ことも付け加えられる。
このように，京都府の経済的特徴を基礎に京都府政の信用金庫育成政策
にサポートされて，京都府の信用金庫は高度成長期に，その貸出金・預貯
金残高のシェアを飛躍的に高めることができた。そしてこの期に形成され
た基盤の上に，さらに低成長期への移行以後も，そのシェアの増大傾向を
維持してきたのである。
1975年のそのシェアを見ると，貸出金残高およぴ預貯金残高の双方のシ
ェアにおいて，京都府の信用金庫が第 1位，岐阜県の信用金庫が第2位，
静岡県の信用金庫が第 3位の序列をなしている。興味あるのは，貸出金・
預貯金残高のシェアのピッグ・スリーとも言うべき，この序列が，それ以
3)森静朗「地方自治体と協同組織金融機関ー歴史的性格ー（その三）」『商学集志』
第56巻第 1号， 1986年， 63ペー ジ。
4)同上， 73ページ。
5)金 淳植「京都市内の地域経済と産業政策」『立命館大学政策科学j第7巻第 1号，
1999年， 90ペー ジを参照。
6)伊藤，前掲論文， 109ページ。
7)森，前掲論文， 109ページ。
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降もまさに固定化していることである。第4位以下の序列には，期間によ
り変化があっても，ピッグ・スリーとその序列は固定化しているのである。
そのビッグ・スリーのトップとして京都府の信用金庫はシェア第1位の
地位を一貫して維持しつつ，しかも，表ー1で見る限り， 1980年から85年
の期間を除いて，そのシェアを増大させ続けてきたのである。この期間は
大企業の銀行離れが顕著になり，その結果，都市銀行等が，従来信用金庫
の主たる貸出分野であった中小企業や個人への貸出分野に積極的に進出し
てきた時期である。それゆえ，全国レベルでも，信用金庫はその期間では，
貸出金残高シェアで1.2%ポイント減少させているが，京都府でも， 0.7%
ポイントといえ，シェアを減少させたのである。
その1980~85年の期間を除き， 75年以降も京都府の信用金庫はそのシェ
アを増大させてきた。 1975年と2000年のそのシェアを比べてみれば，それ
は預貯金残高シェアではわずか1.1%ポイントほどしか増大させていない
が，貸出金残高では29.15%から37.4%へと全国平均の1.1%ポイント増を
大きく上回る8.3%ポイントも増大させているのである。
こうした信用金庫の貸出金・預貯金残高シェアの高さも重要な一因とな
って，京都府では特徴的な金融機関配置を形成してきた。取りあえず，貸
出金残高シェアに限定して，表ー2で2000年現在の大都市圏の金融機関別
貸出金残高シェアを見てみよう。
東京都を見た場合，都市銀行や長期信用銀行，信託銀行のような全国に
支店を持つ大銀行が貸出金残高に占めるシェアの総計は81.4%である。逆
に言えば，地方銀行や信用金庫などの地域金融機関のシェアは18.6%に過
ぎない。大阪府でそれら大銀行が占める貸出金残高シェアは68.4%であり，
愛知県，神奈川県，兵庫県では40%台である。しかし，京都府にあっては，
それは28.7%を占めるに過ぎない。逆に，信用金庫，地方銀行の貸出金残
高シェアは37.4%,24.1%を占めるのであり，それらを中心に地域金融機
関のシェア総計は71.3%である。地域金融の担い手がもっぱら東京都や大
阪府では全国展開型大銀行であり京都府では地域金融機関という，対極的
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表ー2 金融機関の貸出金残高シェア， 2000年 〔単位：％〕
東京都 大阪府 愛知県 神奈川県 兵庫県 京都府
都市銀行(1) 58.8 58.2 37.7 40.4 45.1 25.7 
長信銀行(2) 11.2 5.0 4.1 1.4 1.4 1.2 
信託銀行(3) 11.4 5.2 2.7 2.2 1.8 1.8 
地方銀行 7.0 11.2 9.8 26.6 8.0 24.1 
第2地銀 2.8 8.6 15.9 4.5 9.9 3.6 
信用金庫 6.5 6.9 21.8 14.3 25.0 37.4 
信用組合 1.2 2.8 2.3 1.8 4.0 2.9 
労働金庫 0.4 0.7 1.1 1.9 0.9 1.0 
農 協 0.7 1.3 4.6 7.0 3.9 2.3 
(1)+(2)+(3) 81.4 68.4 44.5 44.0 48.3 28.7 
（出所）前掲『金融ジャー ナル』より作成。
な構図となっているのである。
京都府の信用金庫のこうした貸出金・預貯金残高でのシェアの高さは，
信用金庫と京都府の地域経済との結ぴつきが他都府県に比べてより広いあ
るいは， より深いことを示すのであるが，このことがすぐさま信用金庫の
地城密着度の高さを示すものではない。地域金融機関の場合，地域で集め
た預金がどれだけ地域への貸出に向けられ，地域に還元されたのかが，す
なわち，地域での預貸率がその地域への密着度の高さを示すと言われてい
るからである8)。こうした視点から，他都府県と比較しつつ，京都府の信用
金庫の預貸率の推移を見ていこう。
1965年の京都府の信用金庫の預貸率は75.3%であり，序列から言えば，
20位の高さである。その預貸率は全国平均75.7%を下回るものであり，決
して，他の都府県に比べて，相対的に高いとは言えない。しかし，全国乎
均を下回るのは，表ー 3に見る限り，この65年だけである。 75年にはそれ
の預貸率は80.4%であり，全国平均を上回り，序列も11位に上昇している。
65年から75年の高度成長期は，京都府の信用金庫がその貸出金・預貯金残
8)平石裕一『地域再生の協同金融』地城産業研究所， 1999年， 127ページ，数阪孝志
「地方銀行の地元預貸率」『季刊経済研究』第13巻3号， 1999年12月， 54-55ペー ジ
を参照。
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表ー3 信用金庫の預貸率（都道府県別）
1965年 1975年 1980年 1985年
長崎 82.5 石川 83.2 秋田 84.8 大阪 82.6 
愛媛 80.7 大阪 82.9 山形 84.3 鳥取 80.1 
山口 80.5 兵庫 82.3 大阪 84.0 沖縄 80.0 
島根 80.5 島根 82.0 青森 82.9 石川 80.0 
山形 80.0 和歌山 81.4 鹿児島 82.7 京都⑤ 79.6 
宮崎 79.0 山口 81.4 石川 81.8 東京 79.5 
和歌山 78.9 岩手 81.1 東京 81. 7 鹿児島 79.2 
大阪 78.6 福岡 80.7 佐賀 80.9 長野 79.1 
山梨 78.4 徳島 80.7 愛媛 80.8 静岡 77.4 
鳥取 77.3 東京 80.7 宮城 80.8 埼玉 77.0 
富山 76.8 京都⑪ 80.4 宮崎 80.8 神奈川 75.6 
兵庫 76.5 福井 80.3 長野 80.3 長崎 75.5 
石川 76.0 岐阜 80.2 鳥取 80.1 広島 75.3 
鹿児島 75.8 鹿児島 79.9 島根 80.0 秋田 75.0 
岐阜 75.8 静岡 79.9 長崎 79.5 大分 74.9 
長野 75.7 佐賀 79.7 京都⑯ 79.1 全国 74.8 
全国 75.7 全国 79.5 岩手 78.7 島根 74.6 
秋田 75.6 神奈川 79.1 埼玉 78.4 富山 74.6 
福井 75.4 香川 79.0 全国 78.2 熊本 74.5 
京都⑳ 75.3 愛媛 79.0 大分 78.2 山口 74.2 
福島 75.3 秋田 78.9 山梨 78.1 平目 杯フ 74.2 
静岡 75.1 鳥取 78.7 新潟 78.0 山形 73.6 
新潟 74.9 長崎 78.3 北海道 77.9 愛媛 73.5 
香川 74.8 富山 78.3 兵庫 77.8 新潟 73.3 
福岡 74.7 長野 78.3 和歌山 77.4 宮崎 73.1 
三重 74.7 青森 78.3 福岡 77.3 北海道 73.0 
徳島 74.6 群馬 78.3 高知 77.2 山梨 73.0 
東京 74.5 埼玉 78.1 山口 77.2 兵庫 72.7 
広島 74.5 広島 77.7 広島 77.2 愛知 72.3 
大分 74.4 山形 77.7 富山 77.0 佐賀 71.9 
熊本 74.1 高知 77.6 静岡 76.4 宮崎 71. 7 
青森 74.0 熊本 77.4 群馬 76.1 岐阜 71.0 
岩手 73.8 大分 77.3 熊本 76.0 岩手 70.8 
北海道 73.6 新潟 77 .1 神奈川 75.8 群馬 70.0 
栃木 73.3 栃木 76.8 福島 75.4 福岡 69.1 
滋賀 72.6 奈良 76.8 愛知 75.1 福島 69.0 
宮城 72.1 山梨 76.7 徳島 74.1 三重 68.5 
群馬 71. 7 福島 76.7 福井 74.0 福井 67.5 
岡山 71. 7 三重 76.7 岐阜 73.9 滋賀 67.3 
佐賀 71.1 愛知 76.7 沖縄 73.6 千葉 66.8 
高知 70.3 北海道 76.7 香川 73.2 栃木 65.6 
茨城 68.8 千莱 76.5 三重 73.2 和歌山 65.0 
埼玉 68.6 茨城 76.0 栃木 72.5 徳島 64.5 
神奈川 68.5 岡山 75.8 千葉 72.2 高知 62.4 
愛知 68.2 宮崎 75.2 滋賀 70.9 香川 61.4 
奈良 67.3 宮城 74.9 岡山 69.4 岡山 60.1 
千葉 63.2 滋賀 74.0 茨城 68.5 茨城 60.0 
沖縄 70.2 奈良 68.1 奈良 58.3 
（出所）表ー 1に同じ
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〔単位：％〕
1990年 1995年 2000年
大阪 87.5 大阪 86.8 沖縄 82.3 
鳥取 77.2 沖縄 83.8 佐賀 77.8 
埼玉 76.8 山梨 78.1 京都③ 75.5 
京都④ 76.8 佐賀 77.4 鹿児島 74.9 
東京 76.4 広島 76.9 熊本 74.5 
神奈川 75.8 熊本 76.7 大阪 74.2 
広島 75.3 東京 76.5 長崎 74.2 
熊本 75.3 長崎 76.4 石川 73.0 
島根 73.4 鹿児島 76.3 広島 72.6 
山梨 73.4 京都⑩ 75.7 山梨 71.9 
沖縄 72.7 神奈川 75.5 神奈川 71.9 
静岡 72.4 埼玉 74.7 鳥取 71.8 
鹿全児国島
71. 7 新潟 74.3 高知 71. 7 
71.5 鳥取 74.1 全国 71.5 
長崎 70.9 島根 73.2 山形 71.2 
富山 70.5 岐阜 72.8 東京 70.4 
岐阜 70.3 全国 72.1 島根 69.9 
石川 69.7 大分 72.0 新潟 69.9 
長野 69.3 石川 71.7 徳島 68.3 
新潟 68.9 静岡 71.2 山口 68.0 
佐賀 68.8 茨城 71.2 岐阜 68.0 
山口 68.7 群馬 70.6 埼玉 67.8 
愛知 68.2 山口 70.6 岩手 67.4 
愛媛 67.5 千葉 70.4 福岡 66.9 
滋賀 67.2 長野 70.2 長野 66.8 
群馬 66.8 栃木 69.8 大分 66.7 
千葉 66.6 福岡 68.2 茨城 65.7 
栃木 66.5 高知 67.8 愛媛 65.6 
大分 66.0 岩手 67.5 静岡 65.6 
福岡 64.9 愛媛 66.7 兵庫 65.5 
秋田 64.8 奈良 66.7 宮城 64.7 
福井 63.3 愛知 66.7 福井 64.2 
宮崎 63.3 三重 66.2 群馬 64.1 
奈良 63.2 富山 66.1 福島 64.0 
北海道 62.7 福島 65.8 千葉 62.7 
山形 62.5 滋賀 65.7 秋田 62.5 
兵庫 62.3 兵庫 65.0 滋賀 62.3 
茨城 62.1 福井 64.5 愛知 61.8 
三重 62.0 宮崎 64.1 富山 60.6 
高知 61.8 山形 63.6 栃木 60.5 
青森 61.3 和歌山 63.0 宮崎 60.3 
岩手 61.1 北海道 63.0 青森 60.3 
福島 61.0 岡山 62.4 奈良 58.8 
和歌山 60.9 秋田 61.2 北海道 58.4 
宮城 59.6 宮城 61.2 岡山 58.3 
香川 59.6 徳島 60.7 三重 57.3 
岡山 58.9 香川 60.5 和歌山 56.4 
徳島 53.5 青森 58.6 香川 55.6 
10 (404) 第 46巻第 4 号
高のシェアを大きく増大させた時期であるが，同時にこの時期には他都府
県と比べて相対的に大きく預貸率を上昇させているのである。
そしてさらに，低成長期には京都府の信用金庫はその預貸率の相対的に
より高位のグループヘと移行する。換言すれば，他の都府県に比べて，京
都府の信用金庫はより地城還元率を高めてきているのである。具体的に見
るならば， 1980年ではその預貸率の高さは全国平均を上回るとは言え，序
列は16位に過ぎなかったが， 85年には5位， 90年では4位， 95年では10位，
そして最近の2000年では3位にと，安定的に全国レベルで高預貸率の府県
グループに属するようになっている。
1990年代には深刻かつ長期のポスト・バプル不況のもとで中小企業の資
金繰りは悪化し，他方では金融機関の貸し渋りが強まるのであるが，この
時期に京都府の信用金庫が相対的にかなり高い預貸率を維持し，地域への
資金還元をより強めているのは注目される。
表ー4は大都市圏の信用金庫の預貸率をみたものである。総じて言えば，
貸出金・預貯金残高のシェアの小さい大阪府や東京都の信用金庫が最も高
い預貸率を示し，京都府の信用金庫の預貸率はそれらを下回る。しかし他
方では，その貸出金・預貯金残高シェアは京都府の信用金庫より小さいが
東京都や大阪府の信用金庫よりはずっと大きい，兵庫県，神奈川県，愛知
県の信用金庫の預貸率を京都府の信用金庫の預貸率は上回る位置にある。
京都府の信用金庫の場合，激しい金融機関競争の中で大量の預金を獲得し
表ー4 大都市圏の信用金庫の預貸率 〔単位：％〕
1965年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年
東京都 74.5 80.7 81. 7 79.5 76.4 76.5 70.4 
大阪府 78.6 82.9 84.0 82.6 87.5 86.8 74.2 
愛知県 68.2 76.7 75.1 72.3 68.2 66.7 61.8 
神奈川県 68.5 79.1 75.8 75.6 75.8 75.5 71.9 
兵庫県 76.5 82.3 77.8 72.7 62.3 65.0 65.5 
京都府 75.3 80.4 79.1 79.6 76.8 75.7 75.5 
全 国 75.7 79.5 78.2 74.8 71. 7 72.1 71.5 
（出所）表ー1に同じ。
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つつも，資金需要の新規開拓とリンクさせつつ比較的高い還元率で地域経
済の貸出に向けることができてきたのである。また， 1965-2000年の期間
において京都府の信用金庫の預貸率は， 75年に最高の預貸率を記録し，そ
の後低下するという他の都府県に見られる一般的傾向に沿いつつも，そ
の変動幅は極めて小さい。このことは他の都府県に比べ京都府の信用金庫
はより地域経済に密着し，預金者および貸付者とより安定的関係にあるこ
とをうかがわせる。
I 高度成長期およぴ1980年代の京都府の信用金庫一収益動
向を中心に一
さて信用金庫は協同組織金融機関であり本来，都市銀行のような株式会
社金融機関と異なり営利目的を最優先とするものではない。しかし，だか
らと言って，資本主義経済を土台とする以上，収益性を全く否定できない
し，するべきではないことも言うまでもない。信用金庫が自立的に存続し
ていくためにはある程度の収益獲得は必要不可欠である。それでは，高度
成長期以降，その貸出金・預貯金残高の高いシェアを獲得してきた京都府
の信用金庫の収益動向はいかなるものであってきたのか，を見ていくこと
にしよう。
収益動向をここでは相互に関連するものの独自的な意味合いをも有する
二つの側面，一つは獲得された収益の規模の経年的な増大テンポ，いわば
収益の成長性の高さともう一つはその収益をそれを生み出す母体たる総資
産で除することで得られる収益性（これを今はかりに総資産利益率と呼ん
でおこう）の高さの二つの側面から見ていくこととする。まずは1967-73
年度の時期を取り上げ，高度成長期の京都府の信用金庫の収益動向を見て
みよう。なおこの時期の利益の指標としては，資料上の経年的連続性を確
保するために，当期利益を用いることにする。
表ー5は高度成長期の1967-73年度の大都市圏の信用金庫1金庫当たり
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表ー5 信用金庫 1金庫当たり平均の当
期利益の増大率， 1967~73年度
〔単位： %, 1967年度=100〕
東京都 191.5 
上位金庫 152.9 
下位金庫 199.6 
大阪府 199.1 
上位金庫 180.5 
下位金庫 207.6 
愛知県 249.1 
上位金庫 294.9 
下位金庫 242.7 
神奈川県 230.7 
上位金庫 236.5 
下位金庫 216.4 
兵庫県 296.1 
上位金庫 237.8 
下位金庫 328.3 
京都府 248.6 
上位金庫 236.4 
下位金庫 250.9 
全 国 225.2 
（出所）『全国信用金庫財務諸表jおよび『銀
行局年報jの各号より作成。
平均の当期利益の増大率を表している。また，一日に東京都の信用金庫と
言っても， 50以上の信用金庫が存在し，それゆえ，預金規模の極めて大き
い信用金庫と逆に小さい信用金庫とでは収益動向が全く異なる可能性もあ
るので，東京都の全信用金庫を対象とする， 1信用金庫当たり平均利益の
増大率と並んで，預金規模の大きい上位から 5金庫を上位金庫として，ま
た，その小さい方の下位からの 5金庫を下位金庫として区分して，それぞ
れ上位金庫と下位金庫での平均利益の増大率をも算出している。他の府県
の場合には，預金規模の上位および下位の 3金庫を上位金庫および下位金
庫としつつ同様の扱いをしている。
1967-74年は，京都府の信用金庫は貸出金・預貯金残術のシェアを大き
く増大させた期間であるが，預貸金残高の増加率は表ー 6に見る通りであ
京都府の信用金庫（池島）
表ー6 大都市圏の信用金庫の預貸
金残高の増加率， 1967~74
年（単位： %, 1967年=100〕
預金 貸出金
東京都 329.6 344.9 
大阪府 394.6 403.3 
愛知県 450 .1 468. 2 
神奈川県 380.4 426.4 
兵庫県 452.7 474.5 
京都府 455.1 459.1 
全国 392.4 407.0 
（出所）『都道府県別経済統計』各号より作成。
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る。京都府の信用金庫の預金残高の増加率は大都市圏ではトップであるが，
貸出金残高の増加率は，大都市圏の中では兵庫県，愛知県の信用金庫に次
いで，そう大差はないものの，第 3位の位置にある。
高度成長期には金融機関はもっぱら預貸業務から収益を獲得し，また，
その収益の大きさを規定する一つの重要な要因はその預貸金の増加の程度
であったけれども，大都市圏の信用金庫の当期利益の増大率は，その貸出
金残高の増大率にほぽパラレルとなっている。京都府の信用金庫の当期利
益の増大率は貸出金残高の増加率の順位と同じく，兵庫県，愛知県に次ぎ
第3位の位置にある。また，この時期には総じて大都市圏では上位金庫よ
りも下位金庫の方が当期利益のより大きな増大率を達成している。
では総資産利益率はどうであっただろうか，表ー7で大都市圏の信用金
庫のそれを見てみよう。全国レベルでも大都市圏のレベルでも1967年度以
降，信用金庫の総資産利益率は減少傾向にある。都市銀行などの大銀行と
競合関係の比較的強い，大都市圏の信用金庫の総資産利益率は全国平均レ
ベルを下回る傾向にあるが， 67年度を見れば，少なくとも京都府の信用金
庫は大都市圏の中では最も高い1.0%の総資産利益率を示している。しか
し，その年度以降，京都府の信用金庫は，他の大都市圏の信用金庫に見ら
れない程の明確な滅少傾向を辿り， 1973年度には大都市圏で最低の0.60%
の総資産利益率にまで減少している。
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表ー7 信用金庫の総資産利益率， 1967~73年度〔単位：％〕
67 68 69 70 71 72 73 67~73 
の平均
東京都 0.86 0.87 0.87 0.88 0.83 0.77 0.64 0.82 
大阪府 0.90 0.85 0.84 0.88 0.79 0.67 0.60 〇.79
愛知県 0.98 1.03 1.06 1.05 0.97 0.70 0.61 0.92 
神奈川県 0.91 1.07 1.06 1.00 1.01 1.10 0.60 0.96 
兵庫県 0.87 0.95 0.86 0.97 0.93 0. 71 0.63 0.85 
京都府 1.00 0.93 0.87 0.82 0.79 0.70 0.60 0.82 
全 国 1.07 1.05 0.90 0.89 0.84 0.83 0.69 0.90 
（出所）表ー5に同じ。
1967-73年度の信用金庫の総資産利益率の平均を取れば，京都府の信用
金庫のそれは0.82%で，大阪府の信用金庫の0.79%に次ぐ，東京都の信用
金庫と同率の，大都市圏の信用金庫の下から 2番目の低い位躍にある。京
都府の信用金庫の総資産利益率は，東京都，大阪府という，巨大都市圏の
信用金庫とほぼ同じ水準の低さにあったのである。
高度成長期に京都府の信用金庫の総資産利益率が急速に減少し，その結
果また，平均して見れば，大都市圏の中でも相対的に低い総資産利益率を
甘受しなければならなかったのは，いかなる要因によるのか，については
立ち入った考察が必要とされるであろう。
ただ一つの事実として把握できるのは，京都府の信用金庫の預貸金利鞘
が全国的に見て低い水準にあることである。例えば，図ー1に見るように，
京都府の代表的な信用金庫の一つである京都信用金庫の利鞘を見れば，そ
れはほぼ一貫して信用金庫の全国平均を明確な程度で下回っているのであ
る。また，「一般的に京都の金融市場では全国一位の高い預金金利，低い貸
出金利の傾向が続いており，『京都金利』と呼ばれるほどである」9)と指摘さ
れているが，こうした条件下では京都府の信用金庫の預貸金利鞘も全国の
信用金庫の中で最も低い水準にあっても決して不思議なことではない。た
9)金，前掲論文， 93ページ。
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（出所）京都信用金庫『まねのきかない時代の経営』 1983年， 127ペー ジ。
だ，こうした「京都金利」の形成や，仮に京都府の信用金庫の預貸金利鞘
が全国最低水準にあるとしても，このことが，京都府の信用金庫の貸出金・
預貯金残高シェアの積極的な増大や，その高いシェアの維持と関連がある
のかどうかについてはまた別途考察が必要とされる。
ともあれ，高度成長期には京都府の信用金庫は，単位当たりの資産運用
から生み出される利益を減少させつつも，預貸金や運用資産を比較的順調
に増加させることで，利益の好調な増大を達成できたのである。
さて1970年代後半からは高度成長期から低成長期に移行し，全般的に資
金需要は弱くなり，さらに1980年代には預金金利の自由化とも重なって，
従来，信用金庫が専門的な貸出分野としてきた中小企業や個人の分野への
都市銀行等の積極的な進出が顕在化し，信用金庫との競合関係が強まるの
であるが，この80年代に焦点を合わせ，京都府の信用金庫の収益動向はど
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う変化したのか，を続けて見ていくことにしよう。なお，当期利益より税
引き前当期利益の方が信用金庫の収益動向をより直裁に表すが， 80年代で
は資料上，経年的連続性を確保できる関係から，税引き前当期利益を指標
として使うこととする。
1980年代はその前半は全般的に景気が低迷した期間であり，そしてその
後半はいわゆるバプル経済の現出により景気が活況を呈した期間である
(89年12月をピークに株価の急落が生じ，それゆえ， 89年度より，バプル
経済の破綻が進行していく）。
表ー 8は1980年代の大都市圏の信用金庫の預貸金残高の増加率を示して
いる。 80-90年の期間を見ると，全体として，その増加率は高度成長期に
比べて大きく鈍化しているが，京都府の信用金庫では貸出金残高の増加率
は全国平均のレベルを上回っているとは言え，大都市圏の中では下から 2
番目の低さとなっており，他の大都市圏の信用金庫に比べその鈍化の程度
をより強めたのが分かる。また， 80年代を前・後半に区分して見ると，既
に見たように， 85-90年では京都府の信用金庫は高度成長期以降貸出金残
高のシェアを初めて滅少させたものの，他面では，前半を上回る増加率で
貸出金残高を増加させている。また，その後半の増加率は全国平均のそれ
をも上まわっている。
表ー8 信用金庫の預貸金残高の増加率 （単位：％〕
1980~90年 1980~85 1985~90 
預金 貸出金 預金 貸出金 預金 貸出金
東京都 231 217 127 124 182 175 
大阪府 250 261 151 152 162 171 
愛知県 283 255 174 167 162 153 
神奈川県 343 339 200 197 171 172 
兵庫県 242 188 142 129 170 146 
京都府 247 241 148 149 168 162 
全 国 239 219 149 143 160 153 
（出所）表ー 6に同じ。
同じ大都市圏の信用金庫にあっても例えば愛知県の信用金庫が1980年代
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の前半に比べその後半に貸出金残高の増加率を鈍化させている一方で東京
都や大阪府の信用金庫はその後半にこそ，その増加率を大きく高めている。
そうした後者の80年代後半の積極的な貸出増はバプル経済の現出に伴う資
金需要に対応し，積極的にバプル関連の貸出を強めたことによることは言
うまでもない。そしてまた， 80年代後半の京都府の信用金庫の貸出増も東
京都や大阪府の信用金庫ほどではないにしてもバブル関連の貸出を強めた
結果と言えよう。
さて，1980年代の大都市圏の信用金庫の貸出動向を見てきたのであるが，
この時期では．それは高度成長期のように利益の増大の程度に直接リンク
しないようになった。信用金庫も高度成長期のようにもっばら預貸業務の
みで高水準の利益を獲得できず，また，他方では，金融の自由化の進展に
より，例えば債券や外国為替の売買などが新たな収益源泉として登場し，
預貸業務以外の分野での利益の得失が全体としての利益獲得により大きな
ウエイトを占めるようになってきたからである。
表ー9に見るように，京都府の信用金庫でも1980年代の前・後半とも，
その貸出金残高の増加率は全国平均を上回っていたものの，税引き前当期
利益の増大率は全国平均を下回った。 80-84年度（以下単に80年代前半と
記す場合，会計年度ではこれらの年度を指すものとする）の京都府の信用
金庫の利益の対前年度増大率の平均は11.7%であり，全国平均を下回り，
大都市圏の中では東京都，神奈川県に次ぐ，最下位から 3番目の低さであ
る。 85-89年度（以下単に80年代後半と記す場合，会計年度ではこれらの
年度を指すものとする）にあっては，京都府の信用金庫のその増大率の平
均は全国レベルでのそれの平均を大きく下回り，かつ，大都市圏の信用金
庫の中で最低の低さとなっている。しかも，それはマイナスとなっており，
80年代後半全体としてみれば減益傾向となった。
また，上位金庫と下位金庫を区分して見ると， 1980年代では，大都市圏
の信用金庫は，総体として利益の伸ぴを鈍化させつつも，高度成長期とは
逆に，上位金庫が下位金庫より比較的順調に利益を増大させた。より正確
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表ー9 信用金庫1金庫当たり平均の税引き前当
期利益の対前年度比増大率， 1980~89年
度 〔単位：％〕
80~84 85~89 80~89 
東京都 10.9 7.0 9.0 
上位金庫 14.5 9.8 12.2 
下位金庫 12.6 0.4 6.5 
大阪府 14.2 11.8 13.0 
上位金庫 21. 7 9.2 15.5 
下位金庫 11.9 7.2 9.6 
愛知県 19.9 4.5 12.2 
上位金庫 23.9 7.3 15.6 
下位金庫 18.4 2.4 10.4 
神奈川県 11.6 7.3 9.4 
上位金庫 12.2 8.4 10.3 
下位金庫 12.7 4.4 8.5 
兵庫県 14.8 8.0 11.4 
上位金庫 16.6 7.0 11.8 
下位金庫 13.5 17.2 15.4 
京都府 11. 7 △ 0.7 5.5 
上位金庫 10.9 0.8 5.8 
下位金庫 10.5 △ 3.2 3.7 
全 国 12.4 3.0 7.7 
（出所）表ー 6に同じ。
に言えば，低成長期に移行した80年代には下位金庫の方が高度成長期から
の利益の増大率の下げ幅を強めたのである。
京都府の信用金庫もこの例外ではない。 1980年代前半では京都府の信用
金庫の上位金庫も下位金庫もほぽ同じテンポで税引き前当期利益を増大さ
せているが， 80年代後半ではその双方ともそれの増大率を大きく低下させ
つつ，下位金庫にこそその下落の程度はより激しかった。上位金庫の対前
年度税引き前当期利益の平均増大率は0.8%であり，それはかろうじて増益
傾向を維持したものの，下位金庫のそれはマイナス3.2%であり，減益傾向
を呈したのである。
1980年代前半でも京都府では上位金庫の方がまだ良好であったとは言
え，京都府の上位金庫および下位金庫の対前年度税引き前当期利益の乎均
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増大率とも他の全ての大都市圏の上位・下位金庫のそれを下回る水準であ
ったが， 80年代後半ではそれらとは隔絶された低さとなっている。
1980年代後半に京都府の信用金庫の対前年度税引き前当期利益の平均増
大率がマイナス0.7%を記録し，減益傾向を呈することとなったのは89年度
に株価急落の影響を受けて88年度比でマイナス39.6%という大幅な減益と
なったことが一因である。しかしまた，表ー10に見るように， 85-88年度
はバプル経済の最盛期であり，日本経済が内需拡大を中心に80年代前半よ
り高い成長率を達成した期間であり，東京都や大阪府などの信用金庫はこ
の期間には80年代前半より高い対前年度税引き前当期利益増大率を記録し
ているのであるが，逆に京都府の信用金庫のそれは， 80年代前半よりもさ
らにこの期間に鈍化傾向を強めている。その結果，その期間の京都府の信
用金庫の対前年度税引き前当期利益増大率の平均は，大都市圏の信用金庫
で最低の低さとなっている。
表ー10 信用金庫の 1金庫当たり平均の税引き前当期利益
の対前年度比増大率， 1985~89年度 〔単位：％〕
85 86 87 88 89 85~88 
の平均
東京都 4.2 26.5 12.7 18.7 △ 26.2 15.5 
大阪府 6.5 35.4 5.3 11.4 0.5 14.7 
愛知県 4.2 19.3 △ 0.3 20.4 △ 21.2 10.9 
神奈川県 4.8 21.8 △ 2.9 26.4 △ 13.5 12.5 
兵庫県 0.6 21.9 △ 6.4 26.4 △ 2.2 10.6 
京都府 △ 3.4 26.6 5.3 7.5 △ 39.6 9.0 
（出所）「全国信用金庫財務諸表』各号より作成。
したがってまた，京都府の信用金庫の1980年代後半の対前年度税引き前
当期利益増大率の平均がマイナスの水準にまで落ちこんだのは，バプル経
済崩壊に伴う 89年度の大幅な減益をカパーして余りあるほどの利益の増大
を逆にバプル経済の好景気に見舞われた85-88年度の期間においては達成
しえてこなかったことにも結果的には起因するのである。
それでは他方で，京都府の信用金庫の総資産利益率は1980年代どのよう
な変化を示したのであろうか。 80年代前半では京都府の信用金庫の総資産
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表ー11 信用金庫の総資産利益率， 1980~89年度 〔単位：％〕
80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 80~84 85~89 ~0~89 85~88 
/l)平均(1)平均の平均の平均
東京都 0.55 0.65 0. 70 0.68 〇.610.59 0. 70 0.68 0.68 0.44 0.64 0.62 0.63 0.67 
上位金庫 0.54 0.58 0. 72 0. 74 0.63 0.60 0.68 0.65 0. 75 0.44 0.64 0.62 0.63 0.67 
下位金庫 0.55 0.56 0.69 0.60 0.58 0.63 0.90 0.65 0.59 0.35 0.60 0.62 0.61 0.69 
大阪府 0.59 0.54 0.66 0.63 0.58 0.58 0.70 0. 71 0.72 0.64 0.60 0.67 0.64 0.68 
上位金庫 0.59 0.58 0.62 0.61 0.61 0.64 0.69 0.65 0.61 0.54 0.60 0.63 0.61 0.65 
下位金庫 0.61 0.62 0.60 0.59 0.57 0.57 0.63 0.74 0.58 0.51 0.60 0.61 0.60 0.63 
愛知県 0.69 0.62 0.81 0.87 0.77 0. 72 0. 71 0.66 0.73 0.53 0.75 0.67 0.71 0. 71 
上位金庫 0. 76 0.63 0.87 0.94 0.80 0.76 0.85 0.75 0.83 0.64 0.80 0. 77 0.78 0.80 
下位金庫 0.58 0.51 0.89 0.93 0. 77 0.64 0.36 0.56 0.61 0.53 0. 74 0.54 0.64 0.54 
神奈川県 0. 71 0.67 0.85 0.83 0. 79 0. 76 0.87 0. 73 0.81 0.56 0.77 0. 75 0. 76 0.79 
上位金庫 0.52 0.61 0.80 0.83 〇.650.64 0. 71 0.63 0. 73 0.52 0.68 0.65 0.66 0.68 
下位金庫 0.93 0.58 0.90 0. 79 0.93 0.88 1.19 0.82 0.93 0.51 0.82 0.87 0.85 0.96 
兵庫県 0.65 0.65 0.80 1.07 0. 77 0. 72 0. 75 0.63 0.74 0.60 0. 79 0.69 0.74 0. 71 
上位金庫 0.54 0.50 0.66 0.77 0. 70 0.64 0.69 0.56 0.60 0.51 0.63 0.60 0.62 0.62 
下位金庫 0.74 0. 75 0.94 0.87 0.81 0.67 0. 71 0.62 0.74 0.55 0.82 0.66 0.74 0.69 
京都府 0.67 0.60 0. 76 0.80 0. 74 0.67 0. 71 0.58 0.61 0.40 0. 71 0.59 0.65 0.64 
上位金庫 0.39 0.48 0.60 0.61 0.53 0.48 0.59 0.60 0.57 0.27 0.52 0.50 0.51 0.56 
下位金庫 0.88 0. 71 0.86 1.00 0.86 0. 79 0. 71 0.44 0.56 0.48 0.86 0.59 0.73 0.63 
（出所）表ー10に同じ。
利益率の平均は0.71%であり，東京都，大阪府の信用金庫に次いで，最下
位から 3番目の低さであった。しかし， 80年代後半には京都府の信用金庫
の総資産利益率の平均は0.59%と，その前半と比べて0.12%ポイントも減
少している。他の大都市圏の信用金庫ではこれほど大きな減少は見られな
い。そうした滅少の結果，京都府の信用金庫の80年代後半での総資産利益
率の平均は大都市圏の信用金庫の中で最低の低さとなった。
それは，京都府の信用金庫の総資産利益率が，既に見たように， 1988年
度に比べて大幅な減益となった89年度に0.40%に急落したのが一因である
が，これまた， 80年代後半での税引き前当期利益の増大率の考察において
述べたことと基本的には同様の指摘が当てはまるのであるが， 85-88年度
において，東京都や大阪府の信用金庫がバプル経済の恩恵を受けて，総資
産利益率を80年代前半より引き上げているにもかかわらず，京都府の信用
金庫は逆に80年代前半を下回る総資産利益率しかあげえていないことにも
起因するのである。
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京都府の信用金庫は1980年代後半にバプル関連融資を強めたであろう
が，バプル経済から利益獲得の面でそう大きな恩恵を被ることなく，逆に，
その破綻による負担はより強く受けたと言えそうである。
また，上位金庫と下位金庫を区分して見てみると， 1980年代前半におい
て，京都府の上位金庫の総資産利益率の平均は0.52%と，他の大都市圏の
上位金庫のそれを全て下回る，最低の低さであったが，他方，京都府の下
位金庫のそれは，逆に， 0.86%と他の大都市圏の下位金庫のそれの全てを
上回る，大都市圏の下位金庫の中で最高の高さにあった。しかし， 80年代
後半では，京都府の下位金庫の総資産利益率の平均は0.59%へと，京都府
の上位金庫のそれの0.50%に鞘寄せするがごとく大幅に下落した。その結
果， 80年代後半では，京都府の上位金庫の総資産利益率の平均は， 80年代
前半に引き続き，大都市圏の都府県の上位金庫の中で最低の水準であるこ
とを継続しつつ，他方，京都府の下位金庫のそれも同様に大都市圏のなか
で最低の低さへと転落したのである。
高度成長期，京都府の信用金庫は経年的に総資産利益率を減少させなが
らも，また，期中を平均すれば大都市圏の中で比較的低い総資産利益率で
ありながらも，貸出を中心とする資産運用の積極的な量的拡大により，大
都市圏の信用金庫の中でも利益を相対的に高いテンポで増大させてきた。
しかし， 1980年代に入り，京都府の信用金庫は「低い総資産利益率・高水
準テンポでの利益の増大」という構図を維持できなくなった。とりわけ，
1980年代後半に入り，京都府の信用金庫は全体としても，また，上位金庫
も下位金庫も，それらの総資産利益率は大都市圏での最低の低さとなり，
かつまた，その税引き前当期利益の増加率も大都市圏での最低の低さを記
録したのである。換言すれば，京都府の信用金庫は，上位金庫であれ下位
金庫であれ80年代後半にその収益力の弱体化が一挙に顕在化してきたので
ある。
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II ポスト・バブル期 (1990年代）の京都府の信用金庫ー収
益動向を中心に一
1990年代にはバプル経済の破綻を端緒とする戦後最大でかつ最長の不況
に見舞われることとなったが，このポスト・バプルの不況下で，京都府の
信用金庫はどのような収益動向を示してきたのであろうか。
表ー12は金融機関の本業による利益獲得を示すと言われる，大都市圏の
表ー12 信用金庫の業務純益等の対前年度平均
増加率， 1990~98年度
〔単位：％〕
業務純益 資金利益
東京都総体 0.9 △ 2.1 
平均 4.0 0.9 
上位金庫 10.4 2.0 
下位金庫 7.6 4.7 
大阪府総体 5.4 3.2 
平均 6.6 5.0 
上位金庫 8.9 5.3 
下位金庫 12.0 7.2 
愛知県総体 9.8 4.8 
平均 9.8 4.8 
上位金庫 10.9 5.8 
下位金庫 △ 0.9 3.5 
神奈川県総体 4.5 3.1 
平均 8.7 7.5 
上位金庫 6.6 4.2 
下位金庫 5.3 6.7 
兵庫県総体 7.5 3.0 
平均 8.2 4.0 
上位金庫 10.6 3.1 
下位金庫 11.1 7.8 
京都府総体 17.0 3.7 
平均 21.4 5.9 
上位金庫 26.0 3.0 
下位金庫 12.5 22.9 
（出所）表ー10に同じ。
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信用金庫の業務純益の推移を示している。資料上で．未だ1999年度の業務
純益が示されていない個々の信用金庫も存在したので．対象の期間を
90~98年度としている。 90年代は信用金庫の吸収・合併が急速に進展した
期間であるから．各都府県の信用金庫総体の業務純益合計と 1信用金庫当
たりの業務純益の平均を区分して計算してある。仮に，各信用金庫の収益
力が前年度から全く変化がなかったとしても，合併すれば. 1信用金庫あ
たりの業務純益の平均は合併効果により増大するはずである。したがって，
急速に合併が進行する期間では当該都府県の信用金庫の収益力の変化は 1
信用金庫あたりの業務純益の平均よりも．むしろ，信用金庫総体の業務純
益合計，の変化により的確に表されると考えるからである。
信用金庫総体の業務純益合計の推移を見れば， 1990~98年度のそれの対
前年度増大率の平均は．例えば，東京都のそれの場合，わずか0.9%に過ぎ
ないが，京都府の信用金庫のそれは17.0%と大都市圏の中で．ずば抜けた
高さの増大率を示している。もちろんそれは全国の信用金庫総体の業務純
益合計のその増大率2.0%をも大きく凌ぐものである。とりわけ，京都府の
上位金庫のその増大率は26.0%と他の大都市圏の上位金庫の 2倍以上の高
い増大率を示している。
この業務純益の増大率を見る限り，この長期不況の1990年代にこそ，京
都府の信用金庫の収益獲得は順調であるように見える。しかし，業務純益
の増大のその中身にもう少し立ち入って見てみよう。
業務純益は業務粗利益から経費と一般貸倒引当金繰入額を差し引いたも
のである。すなわち，業務純益＝業務粗利益ー（経費十一般貸倒引当金繰
入額）．である。また業務粗利益＝資金利益＋役務取引等利益＋その他業務
利益．である。そして．貸出金利息から預金利息を差し引いた利益部分な
どから構成される資金利益が業務粗利益の太宗をなす。
1990~98年度の京都府の信用金庫総体の資金利益合計のその期間の増大
率の平均を見るとそれは3.7%であり，大都市圏の信用金庫の中で決して抜
きんでて高いものでなく．愛知県のそれの4.8%に次ぐ，第2位の高さに過
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ぎない。それにもかかわらず，京都府の信用金庫， とりわけ，その上位金
庫が極めて高い業務純益の増大率を達成しえたことは既に見た。おそらく
そのギャップの重要な一因は，その業務粗利益から差し引かれるコスト部
分の太宗をなす経費の部分に鍵があると思われる。表ー13に見るように，
京都府と愛知県の上位2金庫の経費を比較した場合，京都府の上位金庫の
経費が驚くほど低い伸びに抑えられているのが分かる。したがって，京都
府の上位金庫の業務純益の高い増大率の重要な一因は経費のきわめて厳し
い抑制にあると考えることができる。
表ー13 信用金庫の経費の比較 〔単位：千円，％〕
京都府 愛知県
京都信用金庫 京都中央信用金庫 岡崎信用金庫 碧海信用金庫
1990年度 ① 27,485,245 27,080,811 24,887,589 11,864,204 
1998年度 ② 28,629,446 27,512,920 36,379,451 17,843,993 
増加率②／① 4.1 1.6 46.2 50.4 
（出所）表ー 10に同じ。
そして京都府の信用金庫に，こうした厳しい経費の抑制を強いたのは，
業務純益より，より最終的な損益計算レベルにあると言える，税引き前当
期利益が1980年代後半に続き90年代に入ってからも一層悪化してきたこと
に起因するのではないかと考えられる。逆に言うならば，京都府の信用金
庫の高い業務純益の伸ぴがその業務活動の攻勢的展開に必ずしもよるもの
でないことは，例えば， 90-99年の期間の京都府の信用金庫の貸出金残高
の増大率を見ても，その期にはその貸出金残高のシェアは増大していると
しても，その増加率は，全国平均をも下回る低い水準にあることがその一
例をなすであろう（表ー14を参照）。
表ー15は1990年代の大都市圏の信用金庫の税引き前当期利益の推移を表
している。同表には表わされてはいないものの， 97年度に東京都の信用金
庫が，また， 99年度では東京都，神奈川県，京都府の信用金庫がマイナス
の税引き前当期利益を計上しているので， 90年代での税引き前当期利益の
規模の基本的趨勢を80年代のように対前年度税引き前当期利益増大率で表
京都府の信用金庫（池島）
表ー14 信用金庫の貸出金残高の増加率， 1990~99年
〔単位：．％〕
全金融機関 信用金庫 信用金庫のシェアの増減
東京都 1.8 4.7 0.2 
大阪府 △ 2.5 6.5 0.6 
愛知県 16.0 55.4 5.7 
神奈川県 38.5 56.4 1. 7 
兵庫県 7.4 49.1 7.1 
京都府 18.6 26.4 2.3 
全 国 15.1 32.3 1.6 
（出所）『金融ジャーナル』第40巻第13号， 1999年および第41巻第13
号， 2000年より作成。
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すのは困難であり，そこで， 90-99年度（および90-98年度）の税引き前
当期利益の年度当たり平均を算出し．それを直近の89年度の税引き前当期
利益の規模と比較する（表ー15では前者を後者で除している）ことで， 90
年代でのその利益の増減のおおまかな推移を求めている。
まずは業務純益の場合と同じ<, 1990-98年度の期間に限定して見てみ
ると，京都府の信用金庫総体のその期間の税引き前当期利益の平均は89年
度のそれを下回り，それの0.93倍である。これは全国平均のそれとほぽ同
じ推移である。また上位金庫と下位金庫を区分してみると，上位金庫の同
期間の税引き前当期利益の平均は89年度のそれの0.86倍に過ぎないが．他
方，下位金庫のそれは，むしろ逆に，それの2.11倍と増大傾向を示してい
るのが分かる。換言すれば，上位金庫の税引き前当期利益の低下が，京都
府の信用金庫総体の利益の低下を規定したと言える。
他の大都市圏の信用金庫と比較すれば．東京都と大阪府の信用金庫総体
のその期間の税引き前当期利益の平均はどちらも1989年度のそれの0.62倍
と落ち込みが激しく，京都府の信用金庫よりも落ち込みの程度がより大き
いのであるが，他方，愛知県や兵庫県の信用金庫総体のその期の平均はそ
れぞれ89年度のそれの， 1.15倍， 1.04倍と， 89年度の水準をわずかであれ
上回り， したがってまた，京都府の信用金庫に比べて，より高水準の利益
規模を確保できている。
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表ー15 信用金庫の税引き前当期利益， 1989~99年度 〔単位：千円，倍〕
89 90~98の平均 99 90~99の平均 ②／① ③／① 
① ② ③ 
東京都総体 93,605,492 58,102,139 △ 105,178,121 41,774,113 0.62 0.45 
平均 1,613,888 1,094,055 △ 2,390,412 745,609 0.68 0.46 
上位金庫 6,608,326 3,605,629 △ 4,489,589 2,796,107 0.55 0.42 
下位金庫 81,032 89,061 △ 11,657,432 △ 1,085,588 1.10 △ 13.40 
（信用金庫数） (58) (40) 
大阪府総体 35,985,556 22,455,444 1,157,216 20,325,621 0.62 0.56 
平均 1,564,589 1,049,759 72,326 952,016 0.67 0.61 
上位金庫 3,360,165 2,173,752 1,620,841 2,118,461 0.65 0.63 
下位金庫 267,562 300,843 △ 653,755 205,384 1.12 0. 77 
（信用金庫数） (23) (10) 
愛知県総体 36,162,778 41,698,966 34,869,964 41,016,066 1.15 1.13 
平均 2,127,222 2,452,880 2,051,174 2,412,710 1.15 1.13 
上位金庫 6,198,966 6,951,811 5,087,334 6,765,363 1.12 1.09 
下位金庫 540,656 558,685 541,594 556,976 1.03 1.03 
（信用金庫数） (17) (17) 
神奈川県総体 20,994,306 18,334,055 △ 5,817,640 15,918,886 〇.87 0.76 
平均 1,614,947 1,778,791 △ 646,404 1,536,271 1.10 0.95 
上位金庫 4,007,096 3,803,459 △ 1,961,109 3,227,002 0.95 0.81 
下位金庫 353,915 617,094 △ 613,229 494,062 1. 74 1.40 
（信用金庫数） (13) (9) 
兵庫県総体 32,180,510 33,620,221 21,415,774 32,399,777 1.04 1.01 
平均 2,298,608 2,512,440 1,647,367 2,425,933 1.09 1.06 
上位金庫 4,503,543 4,428,621 2,621,667 4,247,925 0.98 0.94 
下位金庫 695,691 1,012,107 937,848 1,004,681 1.45 1.44 
（信用金庫数） (14) (13) 
京都府総体 17,072,932 15,871,501 △ 229,671,330 △ 8,682,782 0.93 △ 0.51 
平均 1,422,744 1,495,259 △ 25,519,037 △ 1,206,170 1.05 △ 0.85 
上位金庫 4,110,919 3,520,771 △ 46,171,668 △ 1,448,473 0.86 △ 0.35 
下位金庫 272,321 574,568 △ 195,825 497,529 2.11 1.83 
（信用金庫数） (12) (9) 
全国 445,613 412,518 132,578 384,524 0.93 0.86 
（出所）表ー10に同じ。
（注）表記の全国の信用金庫の税引き前当期利益の単位は百万円である。
1990年代には大都市圏の信用金庫の総資産利益率も全般的に一段と低下
してきた。表ー16に見るように， 90-98年度を取れば，京都府の信用金庫
の総資産利益率の平均は，東京都のそれの0.28%に次ぐ，大阪府の信用金
庫と同率の0.35%と最下位から 2番目の低さである。とりわけ目に付くの
は，京都府の上位金庫の，下位金庫の総資産利益率とは大きくかけ離れた
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その利益率の低さである。それの0.19%の総資産利益率は，大都市圏の上
位金庫の中での最低の低さである。
こうした京都府の信用金庫の収益状況とは異なり，業務純益の増大率で
は，京都府の信用金庫に次いで高かった，愛知県や兵庫県の信用金庫が，
税引き前当期利益の増大テンポや総資産利益率の高さでも，大都市圏の信
用金庫の中で相対的に良好な収益状況を示している。
愛知県と兵庫県の信用金庫は80年代後半のバプル経済期にその貸出金残
高の増加率は全国平均をも下回る低いものであった。このことから見るに
おそらく両県の信用金庫では80年代後半でのバプル関連融資が他の大都市
圏の信用金庫に比べて少なく，そのことが90年代に入ってからの不良債権
の現出の規模やその処理コストを比較的軽微にとどめたのであろう。そし
てこれらのことが決して全てを説明しないとしても一因となって両県の信
用金庫の1990年代の比較的良好な収益状況を可能にしていると考えること
ができる。
また，こうした両県の信用金庫の比較的良好な税引き前当期利益レベル
での収益状況を反映して，大都市圏の，京都府を含めた他の都府県では，
吸収・合併の進行により1990年代には信用金庫数の急速な減少が生じたに
もかかわらず，愛知県では信用金庫数に変化無く，また兵庫県ではわずか
1金庫の減少に留まるという状況であったのである（表ー13を参照）。
逆に，京都府の信用金庫の業務純益と税引き前当期利益のレベルでの収
益動向の乖離は，東京都や大阪府の信用金庫ほどではないにしても， 1980
年代後半にバプル関連融資を強めたことによる，バプル経済の破綻を直接
契機とする，少なからぬ債権の不良債権化とその後の不況の深化・長期化
に伴う新たな不良債権の現出により，京都府の信用金庫が不良債権処理の
ための高水準のコスト負担を，積極的であれ消極的であれ，強いられてき
たことを示唆するものである。京都府の信用金庫は1990年代において経費
の厳しい抑制をテコに業務純益レベルで高率の増益を可能としても，次か
ら次へと生じる，不良債権処理のコスト負担の必要に，最終的な決算では
京都府の信用金庫（池島）
十分な利益を確保・蓄積できないできたのである。
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こうした京都府の信用金庫の収益状況の悪化は1999年度にはさらに顕著
となった。京都府の 9信用金庫のうち実に約半分に相当する 4金庫が税引
き前当期利益の赤字を計上したのである。とりわけ，その預金規模から上
位3番目に位置する京都みやこ信用金庫，同 4位に位置する南京都信用金
庫の赤字額が巨額であったがゆえに，表ー15に見るように， 9信用金庫総
体の税引き前当期利益の合計も結果として赤字となり，その赤字額は2,296
億7,133万円に上った。
その赤字額がいかに大きいかは，東京都の信用金庫も99年度には総体53
金庫の税引き前当期利益の合計が結果として赤字となっているが，その赤
字額は1,051億7,812万円であり，京都府の信用金庫総体の赤字額の約半分
にしか相当しないことからも分かる。
1999年度でのこの巨額の赤字ゆえに， 90-99年度での京都府の信用金庫
総体の年度間平均税引き前当期利益は86億8,278万円の赤字となった。同期
間での，信用金庫総体の年度間乎均税引き前当期利益が赤字となったのは，
大都市圏の中で京都府の信用金庫だけである。もちろん京都府の信用金庫
1金庫当たり平均の税引き前当期利益を取り上げても，同様のことが指摘
できる。
また， 1999年度の京都府の信用金庫の総資産利益率も，前述の巨額の赤
字利益の発生を受けて，マイナス5.5%へと極めて大きく下落することとな
った。この結果， 90-99年度での，京都府の信用金庫の総資産利益率の平
均もマイナス0.20%を計上することとなった。
京都府の信用金庫は， 1990年代において税引き前当期利益の伸びにおい
ても，総資産利益率の高さにおいても，大都市圏での最低レベルの数字へ
と陥ったのである。しかも， 90年代での年度間平均税引き前当期利益が赤
字，それゆえ，総資産利益率もマイナスの数値という点に，京都府の信用
金庫の収益状況の悪化の深刻さが現れている。
もちろん，京都府の信用金庫と言っても， 1990年代では，その上位金庫
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にこそ，税引き前当期利益レベルでの収益状況の悪化が現出してきたので
あり，また， 99年度の大規模な税引き前当期利益の赤字の発生も（信用金
庫総体のレベルであれ， 1金庫当たり平均のレベルであれ），そうした傾向
の延長線上にあることは言うまでもない。
おわりに
京都府の信用金庫は高度成長期に府内でその貸出金・預貯金残高のシェ
アを急速に高め，また，その後もほんの一時期を除いて，現在に至るまで，
そのシェアを高め続け，貸出金残高でのシェアでは40%近くを占めるよう
になってきている。そのシェアの高さから見る限り，京都府が「信金王国」
と呼ばれても不思議はない。また，その預貸率も大都市圏の信用金庫にあ
って，比較的高位で安定的に推移してきている。京都府の信用金庫はまさ
に地域金融機関として地域経済に広くかつ深く結ぴついてきたのである。
京都府の信用金庫は地城経済に確固たる基盤を築き，大きな金融的影響
力を有しているのであるが，そのことは必ずしも高収益の獲得とは結合し
てこなかった。高度成長期でも，京都府の信用金庫の総資産利益率は大都
市圏の信用金庫にあって，相対的に低位の水準にあった。とは言え，その
期には，資産当たりの利益は小さくても，貸出の拡大を軸に資産運用の積
極的な拡大により利益を順調に増大できた。しかし，この構図も低成長期
への移行とともに消滅した。
1980年代，とりわけその後半以降，京都府の信用金庫の総資産利益率は
一段と下げを強め大都市圏の信用金庫の中で最低となる一方，税引き前当
期利益の増大率もまた最低となり，利益の蓄積は全く低水準となった。こ
うした収益動向は一段と悪化する形で90年代にも継承された。総資産利益
率や税引き当期利益の増大という指標で見る限り，とりわけ京都府の上位
金庫の収益状況の悪化は著しかった。
こうした傾向の象徴的表れは， 1999年3月段階で，京都府の信用金庫の
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中で預金積金量の大きさで序列 3位を占め，全国の394金庫の中で序列16位
を占める，大型信用金庫である京都みやこ信用金庫と同府内序列 4位の京
都南信用金庫の経営破たんが顕在化し， 2001年に両信用金庫の事業が京都
中央信用金庫に譲渡されたことに見られる。
両信用金庫の破たんの結果,1992年には京都府には12の信用金庫が存在
したが．それがわずか9年後には 7信用金庫へとほぽ半減したのである。
このこともまた．その貸出金・預貯金残高のシェアの高さからも今や京都
府経済になくてはならぬ存在となっている信用金庫が置かれてきた厳しい
経営環境を物語っているように思われる
もちろん，小論は税引き前当期利益の増大率と総資産利益率という限定
された指標から，京都府の信用金庫のその収益状況を見てきたのにすぎな
い。 1990年代では大規模な不良債権の現出とその処理の必要によって，信
用金庫の収益力を正確に評価するにはそれらに関連する諸要因を中心とし
て多くの側面から考察することが必要となっているのであるが，小論は必
ずしも，そうした十全な考察を行っているものではない。
小論はあくまでも京都府の信用金庫の戦後から現在までの動態を，限定
された視点からの収益動向の分析を中心に概観してきたのに過ぎず，京都
府の信用金庫の経営状況の現状のより十全な分析・評価については今後の
課題としたい。
